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認知度が高まっているSDGs

2015 年に国連で「SDGs（持続可能な開発目

標）」が採択されてから 5 年。日本能率協会が

約 530 社を対象に行った調査によれば，2020 年

10 月時点で，企業経営者の認知度は 88.4％，

SDGs に実際に取り組む企業は 61.7％と認知だ

けでなく，実際の行動に移す段階へと移行する

企業が増えていることが窺える1)。他方で同調

査によれば SDGs の取り組みを進める上で，社

内における認知度向上や具体的な取り組み目標

の設定，事業活動との結びつきが課題だ。その

背景を掘り下げてみると，そもそも SDGs と企

業活動は関係ないのではないかと言った企業担

当者の疑問が見え隠れしている。本稿では

SDGs をより深く理解するために，SDGs が生

まれた背景を改めて概観するとともに，日本の

取り組みに対する世界の評価，新型コロナウィ

ルスが SDGs と企業活動にもたらした影響につ

いても触れる。

そもそもSDGsはなぜ生まれたのか

ここで SDGs について簡単におさらいしてお

こう。SDGs は国連加盟国 193 か国が 2030 年

までに達成するべき共通目標である。共通理念

として「誰一人取り残さない」を掲げており，

17 の目標と 169 のターゲットと呼ばれる下位

目標が設けられている。「持続可能な開発」と

聞くと，発展途上国のための目標のように思え

るが，今を生きる私たちが得られる利益だけを

追求するのではなく，子どもや孫など将来の世

代がより良く暮らせる世界へと発展するための

目標である。そしてそのために SDGs では大胆

な変革が必要だと訴えている。

SDGs は急に生まれた目標ではない。SDGs

以前は MDGs（ミレニア

ム開発目標）が設けられて

いた。

MDGs は世界の貧困を

半減することをゴールに，

2000 年から 2015 年まで取り組まれた目標であ

る。2015 年時点で世界の貧困を 3 分の 1 にま

で減少したことを含めて一定の成果はあったも

のの，教育や母子保健などは思うような成果が

得られず未達に終わった。また企業活動のグ

ローバル化が加速する中，先進国企業の活動が

発展途上国の経済発展により深く関与するよう

になり，公正な取引や賃金格差の是正，CO2排

出量の増加などの解決には，企業の積極的な参

画を促すことが重要だという認識が広まった。

そこで，SDGs は MDGs の未達課題に，気候変

動や格差是正などの世界各国・地域で共通の課

題解決を盛り込んで作られたのがSDGsである。

作成に際しては国際機関，各国政府，専門家だ

けではなく市民団体や民間企業など，様々な立

場の意見が集約されていることも特徴である。

SDGsは欧州が仕掛けた戦略なのか

（1）欧州の戦略だと言われる背景とは

SDGs は「欧州が中心になって仕掛けた戦

略」と言われることがある。世界各国の SDGs

の達成状況を毎年ランキング形式で発表する

「SustainableDevelopment Report」を見ても，

確かに上位は常にヨーロッパの国々が占めてい

る。また英国政府は SDGs を「戦略的な国際開

発のキープレーヤーとなるための継続的な取り

組みの一環」と位置づけており2)，ジェンダー

平等を SDGs に盛り込むことに尽力した経緯を

踏まえ，この分野で世界をリードし，英国の国
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際的な地位を維持していこうという構えだ。こ

ういった一連の動きが「SDGs は欧州が仕掛け

た」という印象を強めているのかもしれない。

また，欧州では他国や他の業界を同じ競争ルー

ルに乗せる，もしくは新たな価値観を提示する

ことで自分たちの競争優位性を高める「イコー

ル・フィッティング」という経営戦略が定着し

ている。そのため，SDGs という付加価値の高

い企業がより選ばれる国際競争基準を作ること

で，米国や中国企業に打ち勝つための経営戦略

だと考える専門家もいる。

（2）SDGsにおける米国の存在

しかし 2015 年当時，SDGs や温室効果ガス

排出量削減のための枠組みである「パリ協定」

といったテーマを積極的に引っ張っていたのは

米国も同じである。特にパリ協定が採択された

際には当時のオバマ大統領が，「米国の指導力

でもたらされた歴史的な合意だ」と声明を出し

ている。米国企業を見ても，スターバックスや

ナイキ，IBM やマイクロソフトなど，以前か

らサステナビリティに取り組んでいる企業は多

い。カリフォルニア州職員退職年金基金を始

め，ESG投資（投資対象の財務情報に加え，E

（環境），S（社会），G（ガバナンス）の取り組

み状況に着目する投資手法で，SDGs に取り組

む企業に積極的に投資する傾向がある）の世界

的潮流を牽引する機関も米国には複数存在す

る。SDGs が作成される際にはこれらの米国企

業の意見も充分に考慮されたはずであり，欧州

の意見偏重とは必ずしも言い切れない。

トランプ政権へと政権交代後，米国が環境保

護規制を緩和させ，パリ協定から離脱を発表し

たことで，SDGs における米国のリーダーシッ

プが薄れた印象は否めないが，米国企業から

SDGs に関する先端的な取り組みが生まれる事

例は多い。従って，日本企業が SDGs の取り組

みを強化する際には，米国の動きを知ることも

重要である。

日本のSDGsの取り組み

SDGs がどのような背景で生まれたにせよ，

SDGs を無駄だと考える政府や企業はいないだ

ろう。SDGs の達成は，将来世代もより良く暮

らせる地球環境を存続させることに繋がり，企

業活動にとっても私たちの生活にとっても望ま

しいことだからだ。

日本は政府も企業も，SDGs 以前から省エネ

や CO2削減などの環境対策，防災や災害対策，

国民皆保険制度の実施など国際的にも先進的な

取り組みをしてきた自負がある。そのため日本

政府は SDGs の目標のいくつかは，すでに達成

度が高いと考えている。上述の「Sustainable

Development Report（SDR）」の最新版では，

日本のランクは 17 位であり，特に達成度が高

いと評価されているのは，目標 1（貧困をなく

そう），目標 3（すべての人に健康と福祉を），

目標 4（質の高い教育をみんなに），目標 7（エ

ネルギーをみんなにそしてクリーンに），目標

9（産業と技術革新の基盤をつくろう）である。

また OECDが発表した 2019 年の報告書では，

OECD 平均と比較して日本は目標 3，目標 6

（安全な水とトイレを世界中に），目標 9，目標

14（海の豊かさを守ろう）の取り組みが進展し

ていると評価されている。

一方で，SDRと OECD両方から達成度が低

いと指摘されたものもある。最たるものが目標

5（ジェンダー平等を実現しよう）だ。主な要

因には国会議員に占める女性の割合の低さや，

企業における女性の管理職の少なさ，男女の賃
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表 The 2020 SDG Index scores の上位10か国

1 位 スウェーデン 6位 ノルウェー

2位 デンマーク 7位 オーストリア

3位 フィンランド 8位 チェコ共和国

4位 フランス 9位 オランダ

5位 ドイツ 10 位 エストニア

（「Sustainable Development Report 2020」参照）



金格差が挙げられている。安倍政権の目玉政策

の一つが「女性活躍」であり，2015 年に女性

活躍推進法が成立したことで，女性が働きやす

い仕組みを整備する企業は増えた。それにも関

わらず，日本の目標 5の評価は低いままだ。日

本政府は昨年 12 月に SDGs 実施方針を改訂し，

日本が取り組むべき優先課題にジェンダー平等

の実現を加えた。日本特有の社会や文化的背景

はあるにしろ，これから世界を納得させられる

結果を出せるかが問われている。

新型コロナウィルスがもたらした影響

（1）新型コロナウィルスによる負の影響

新型コロナウィルス感染拡大によって世界は

今年医療危機だけでなく経済的危機にも見舞わ

れた。SDGs についても様々な取り組みの中

止・中断や延期を余儀なくされており，2030

年までにすべての目標を達成することはもはや

困難だと言われている。

例えば，2020 年の第 2四半期で世界では 4億

人相当の仕事が失われ，一人当たり GDP は

4.2％減少し，新たに 7,100万人が極度の貧困

状態に追いやられる見込みだ3)。目標 1 に関す

る重要な指標である世界の貧困率は，過去 20

年で初めて上昇すると予想されている。

（2）コロナ禍で改善がみられた目標

一方，経済活動が制限されたことにより

SDGs 達成が後押しされたものもある。例えば

CO2排出量。2020 年の世界のエネルギー需要

は 6％減少し，その結果 CO2排出量は 8％減少

すると言われている4)。CO2 だけではない。大

気汚染を含めた環境汚染物質も減少傾向を示し

ており，それを実感する出来事が世界各地で起

こっている。インドでは数十年ぶりに 200 km

離れた都市からヒマラヤ山脈を見晴らすことが

できるようになり，イタリアの観光地ベネチア

では，運河の水の透明度が増して魚が泳ぐ姿が

確認されている。これらの変化は，SDGs が達

成されて環境負荷が減った世界そのものだとし

てメディアや SNS で話題となった。

また在宅勤務者が増え，企業の組織運営のあ

り方や事業の推進方法が大きく様変わりし，デ

ジタルトランスフォーメーション（DX）を積

極的に進める企業が増加している。これらは目

標 8（働きがいも経済成長も）や目標 9 を推し

進める原動力になっている。そして今，せっか

くの良い変化を維持・拡大させるように経済回

復をはかっていこうという動きが拡大してい

る。代表例は欧州の「グリーンリカバリー」だ

ろう。これは脱炭素を含めた気候変動対策をコ

アとする景気回復策であり，当然 SDGs を強く

意識した内容になっている。

With コロナのSDGs（筆者の見解）

多くの日本企業では，今年度の売り上げ減少

が避けられない中，SDGs の取り組みは諦める

べきだという声が少なくない。しかしコロナ対

策として企業が取り組んでいることの中には，

SDGs に貢献するものが多い。例えばリモート

ワークを常態化すると，子育てや介護で働きに

出にくい人にも在宅雇用のチャンスが生まれ

る。人材不足に悩む地方の企業やスタートアッ

プにとっては，悩み解消に繋がる可能性があ

る。Withコロナの事業運営は，大胆に変革す

るチャンスと捉え，その変革の観点として

SDGs を積極的に活用することが経営体質を強

化し競争力を高めることに繋がるだろう。

わたなべ たまこ／日本総合研究所創発戦略セン

ター・スペシャリスト

［注］

1）一般社団法人日本能率協会「日本企業の経営課題 2020」

（2020 年 10 月 1 日）

2）JETRO「SDGs に意欲を示す政府と企業（英国）」（2020

年 9 月 9 日）

3）国連広報センター「持続可能な開発目標（SDGs）報告

2020」参照

4）国際エネルギー機関（IE）「Global Energy Review 2020」

参照

73世界経済評論 2021年1月2月号




